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平成 23 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（国土交通省） 

制 度 名 特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長 

税 目 所得税・法人税 

要

望

の

内

容 

 
 
特定の事業用資産の買換え及び交換の場合等の課税の特例措置を延長する。 
 
〔特例内容〕 
・ 既成市街地等の内から外への買換え等（租税特別措置法施行令第２５条７

項及び第３９条の７第２項の「倉庫」に係るものに限る。） 
【措第３７条表第１号、第６５条の７第１号】

 
 
 
〔関係条文〕 
・ 租税特別措置法第３７条、第３７条の４、第６５条の７、第６５条の８、

第６５条の９ 
・ 租税特別措置法施行令  第２５条、第２５条の３、第３９条の７ 
・ 租税特別措置法施行規則 第１８条の５、第２２条の７ 
 
 

平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 

 －  百万円 

（ － 百万円）

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 民間事業者の活力を最大限に活用しつつ、既成市街地等の内から外への買
換え等を図ることにより、倉庫を利用した物流業務に伴う都市部における交
通混雑や環境問題への対応を図る。 

 

 

⑵ 施策の必要性 

物流施設周辺の都市化の進展に伴って生じる交通混雑や環境問題に対応す
るとともに、物流機能の向上を図り、その公共性、経済性を発揮するために
は、都市再開発等の動向に合わせて、既成市街地等の内から外への物流施設
の誘致を促進する必要がある。 

この課題に対応するためには、本税制特例によるインセンティブ効果によ
り、事業者の移転に係る税制上の負担を軽減させることが有効であり、移転
等に伴う買換え資産の圧縮記帳による投資意欲を喚起する必要があることか
ら、本税制特例を継続することが必要である。 
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今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
事業者が設備の更新又は立地条件の変更等のために、保有す 

る固定資産を処分した時の課税の繰り延べを認める本特例措置
は、税負担の増加により再投資規模が縮小することを抑制する
とともに、資産の買換えによる土地取引を活性化し、土地の有
効利用及び地域の活性化を促進することを目的としており、内
需主導型の経済成長を目指すために必要であり、今日的な合理
性がある。  
 
政策目標 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確

保・強化 
 

施策目標 20 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の
推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確
保を推進する 

 

政 策 の 

達成目標 

 
倉庫は物流の結節点にあって、国民生活及び産業活動に欠く

ことのできない重要物資の荷さばき・保管行為により、物資の
安定的供給に不可欠な機能を果たしているが、特に、物流の効
率化等の要請への対応が求められている。 
物流施設に起因する都市部における交通混雑や環境問題への

対応を図るために、施設の移転等に伴う再投資意欲の喚起及び
経済的、社会的要請に対応した倉庫の適切な立地誘導を図る。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
５年間 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
物流施設に起因する都市部における交通混雑や環境問題への対
応を図るために、施設の移転等に伴う再投資意欲の喚起及び経
済的、社会的要請に対応した倉庫の適切な立地誘導を図る。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 

本制度による優遇措置が行われることにより、倉庫等が既成
市街地等の内から外への誘致が促進されつつある。 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
１件、２６百万円 
（過去５ヶ年実績平均） 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
Ｈ１７年度からＨ２１年度までの５年間で１３２百万円の適

用実績があり、また、利用できる事業者に何ら要件を課してい
るものではないため、特定の者に偏っているとはいえない。 
課税の繰延べ措置を講ずることにより、資産の買換え等に伴

う税負担が軽減され、効果的に資産の買換え等による設備投資
等が行われることが期待されるため、政策実現に向けて有効な
手段である。  
 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
 
該当なし 
 
 



3 

 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
 
該当なし 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 
該当なし 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

事業用資産の買換え等については、その税負担が重要な判断
要素のひとつとなっており、要件に該当する資産の買換え等に
よる設備投資等を確実に支援するためには、税制上の特別措置
により対応することが相当である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

直近５ヶ年の減税額の推移 

平成１７年度   ０百万円 

平成１８年度   ０百万円 

平成１９年度 １３２百万円 

平成２０年度   ０百万円 

平成２１年度   ０百万円 

 
租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 

課税の繰延べ措置を講ずることにより、資産の買換え等に伴
う税負担が軽減され、効果的に資産の買換え等による設備投資
等が行われることが期待されるため、政策実現に向けて有効な
手段である。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
物流施設に起因する都市部における交通混雑や環境問題への

対応を図るために、施設の移転等に伴う再投資意欲の喚起及び
経済的、社会的要請に対応した倉庫の適切な立地誘導を図る。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 上記目標による倉庫の移転等は行われてきているが、更なる
再投資意欲の喚起及び経済的、社会的要請に対応した施設の整
備を図る必要がある。 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
主な経緯 
 昭和 45 年度  創設 
 平成 ３年度  延長 
  平成 ８年度  延長 
 平成 13 年度  延長 
 平成 18 年度  延長 
 

 


